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１．CFW の目的 

 

1. 被災者に一時的な雇用機会を確保し、最低限の収入を維持しながら、地域経済の自

立的な復興を支援すること。  

2. 被災者自身が自らの地域の復興に直接関わることによって、被災者に尊厳と将来へ

の希望を取り戻し、地域の絆を高めること。  

 

２．CFW で雇用される対象者 

 

１． CFW 以外に生計の手段を持たない人々。災害時に被災地域内に居住していれば、

物理的な被災程度は問わない。  

２． 健康で労働に耐えうる男女。但し高齢者、障害者など社会的弱者については、CFW

とは別途措置が講じられるべきである。  

 

３．CFW が適用される事業 

 

１． CFW によって提供される業務は、途上国では主に公共土木施設の復旧業務であっ

たが、事例のように単純労働・肉体労働に限定されるものではない。我が国の産業

構造や今後の災害対応活動を考えると、事務的労働についてもその対象を拡大して

考えるべきである。 

２． 雇用のために無理矢理創出された仕事であってはならない。本当に被災地の復興に

とって必要で、被災者がやり甲斐を感じられるような仕事でなければならない。 

３． 重要インフラの復旧など特に緊急を要するものや、高度な技術を要する業務、危険

な業務などは CFW の対象には含めない。 

 

 以上を踏まえ、具体的に CFW の適用が可能と思われる事業を以下列挙する。 

• 遺留品の回収と持ち主への返品作業  

• 自宅周辺のがれきの片付けおよび清掃  

• 重要インフラの復旧を除くすべての公共施設や住宅の復旧  

– 建設現場の清掃業務、資材の運搬など 



• 民間企業の復旧・復興業務  

• 行政による被災者支援業務  

– 被災者台帳の作成業務  

– 罹災証明発行業務  

– 相談窓口、コールセンターの設置  

– 仮設住宅の見回り、給食配送、コミュニティ事務局業務  

• ボランティア・NGO ら支援団体が企画するプロジェクト  

– ボランティアへの食事提供、宿泊提供  

• 学術調査業務  

– 調査団の案内、ガイド、アンケート・インタビューへの回答  

 

４．CFW によって支払われる賃金について 

 

１． CFW の主要な目的は地域経済活動の自立的復興を促進することにあり、CFW が

既存の産業と労働市場において競合することがあってはならない。  

２． このため、CFW で支払われる賃金は、市場で支払われる賃金より低めに設定され

るか、少なくとも上回ってはならない。 なお、途上国の事例ではおおよそ 20%か

ら 30%程度低めに設定されることが一般的である。 

３． 賃金水準が通常の経済活動よりも低く抑えられることによって、CFW 以外に生計

手段を持たない人だけが参加を希望することになる。これは、本当に雇用を必要と

する人に CFW による雇用機会を確実に提供する上でも重要である。 

 

５．日本版 CFW の具体的な枠組みについて 

 

1. 雇用・労働に関する有識者や関係機関の代表などによって CFW 委員会を国レベル

で設置し、賃金水準や雇用形態、参加資格、CFW として適当な業務などについて

のガイドラインを作成する。 

2. 各市町村毎に CFW センターを設置し、以下の業務を行う。  

– 労働需給のマッチング 

 就労を希望する被災者の年齢、性別、技能などに応じて適当な仕事を斡旋

する。 

– 労務管理 

   勤務時間の管理と支払うべき賃金の計算および支払い業務など 

– 被災地市場のモニタリング 

 被災地の経済状況をモニタリングし、CFW が経済復興に悪影響をおよぼ

していないかどうかを継続的に調査する。 



– 基礎的な職業訓練 

   必要に応じ適当な職業訓練（コンピュータの操作など）を行う。 

3. CFW センターの運営は被災市町村が十分に機能していない現状に鑑みて、人材派

遣企業などの専門業者を核とした民間事業体に業務委託を行うことが適当である。

同時に、センターの運営には被災自治体や雇用支援専門の NPO などの協力を得る

べきである。 その費用は国が負担するものとする。 

4. 被災者は、CFW センターに登録することによって、仕事の斡旋をうける。但し、

個々人で登録する方法だけではなく、各種団体やグループ単位での登録についても

積極的に受け付ける。 

5. 被災自治体、ならびに被災地で活動する民間企業や支援団体は、CFW センターを

通じて被災者を雇用する。CFW センターは、その業務が CFW にとってふさわしい

かどうか、被災者にとって達成可能か、安全性は確保されているかなどの観点から

内容を判断し、必要があれば業務内容の改善を提案する。  

6. 賃金は、雇用主体より CFW センターを通じて支払われる。賃金の支払いは銀行振

り込みが基本だが、金融機関が機能していない場合は現金による支払いとする。  

7. CFW の財源として CFW ファンドを設置し、義援金を充てる。被災者雇用の財源を

持たない支援団体は、ファンドにプロジェクトを申請し、承認されればファンドか

ら賃金を支払うことができる。  

 

 

図 1 CFW の体制図 



 

 

５．その他の留意事項 

 

1. CFW は緊急的措置であり、CFW によって支給される賃金を所得と見なすべきで

はない。 その理由は次の通りである。 

① 源泉徴収事務が繁雑になりプロジェクトの実施が困難になること。  

② CFWに参加したばかりに生活保護や各種支援が受けられなくなるといった弊

害を防止すること。 

2. 被災地域内に存在する業界団体（例えば漁業組合など）を積極的に活用し、被災

者をすべて個人で扱うのではなく、こうした団体への一括業務発注などを積極的

に行うべき。既存の社会関係資本を活用すると同時に強化する。  

3. 従来通りのボランティアによる被災者支援活動は共存させる。 すべてを CFW で

代替できるわけではない。  

 

 

 


